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（介護保険料率）
第55条 船保法第123条第１項の規定に基づき定める船員保険の介護保険料率は、別表６に定める率
とする。
別表に次の別表５及び別表６を加える。
別表５（第52条及び第54条関係）

一般保険料率 疾病保険料率 特定保険料率 基本保険料率 災害保健福祉
保険料率

一般被保険者 10•80％
(10•65％)

9•40％
(9•25％)

3•20％ 6•20％
(6•05％)

1•40％

疾病任意継続被
保険者

9•90％
(9•75％)

9•40％
(9•25％)

3•20％ 6•20％
(6•05％)

0•50％

後期高齢者医療
の被保険者等で
ある被保険者

1•40％ ` ` ` 1•40％

独立行政法人等
職員被保険者 0•50％ ` ` ` 0•50％

※（ ）については、附則第２項の規定により0•15％控除した率である。
別表６（第55条関係）
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第９章 船員保険料率
（一般保険料率）
第52条 船保法第120条第１項の規定による船員保険の一般保険料率は、船保法第121条第２項に基づ
き算定した疾病保険料率と船保法第122条第２項に基づき算定した災害保健福祉保険料率とを合計
して得た率として、船員法（昭和22年法律第100号）第１条に規定する船員として船舶所有者に使
用される者（後期高齢者医療の被保険者等である被保険者及び独立行政法人等職員被保険者を除く。
以下「一般被保険者」という。）及び疾病任意継続被保険者について、別表５のとおり定める。
２ 前項の規定にかかわらず、後期高齢者医療の被保険者等である被保険者及び独立行政法人等職員
被保険者にあっては、一般保険料率は、災害保健福祉保険料率のみとし、別表５のとおり定める。
（一般保険料率の変更）
第53条 前条の規定による船員保険の一般保険料率を変更しようとするときは、あらかじめ、理事長
が船員保険協議会の意見を聴いた上で、運営委員会の議を経なければならない。
２ 理事長は、前項の規定による船員保険協議会の意見を尊重しなければならない。
３ 一般保険料率を変更しようとするときは、理事長は、その変更について厚生労働大臣の認可を受
けなければならない。
（特定保険料率等）
第54条 船保法第121条第10項に基づき定める船員保険の特定保険料率及び基本保険料率は、別表５
に定める率とする。

附 則
１ この変更は、平成22年１月１日から施行する。
２ 第52条第１項に規定する疾病保険料率について、船保法附則第９条の規定に基づき、平成22年１
月分から平成23年２月分（疾病任意継続被保険者にあっては、同年３月分）までの間、疾病保険料
率から0•15％を控除するものとする。
３ 協会の船員保険事業に関する最初の事業年度は、第56条の規定にかかわらず、平成22年１月１日
に始まり、同年３月31日に終わるものとする。
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